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１ 計画の概要 

 (１)計画策定の背景と趣旨 

近年、少子高齢化や人口減少などによるライフスタイルの変化で、地域課題

は複雑化、多様化しています。地方分権の進展にともない、どのようなまち

づくりをしていくか自治体自ら選択できるようになり、同時に責任を持つこ

とが求められています。 

本市においても、市⺠が求める幸せや豊かさは多様化しており、地域や現

場の事情に沿った、よりきめ細やかな対応が必要です。 

こうした状況に対応し、誰もがここで暮らす喜びや幸せを感じるためには、

多くの市⺠がまちづくりの当事者として、感性や経験をまちづくりにいかす

ことができる環境整備と、市⺠と⾏政が共に⾏動する「協働」を推進するこ

とが必要です。 

本計画は、その取り組みを推進するために、香美市協働のまちづくり条例第

11 条の規定に基づき、定めるものです。 

 

 

 

  

  

なぜ協働のまちづくりなのか 

少子高齢化・人口減少に起因

する様々な課題への対応 

多様化する市民ニーズへの

対応 

地方分権の進展による、地方

自治体の自己決定・自己責任

の拡大 

誰もが幸せを感じられるまちづくりは、行政による公共サービスの提供のみでは困難 

市民と行政の協働で、まちづくりを多様に展開することが可能 

を 

 

が 

 

少子高齢化・人口減少 市民ニーズの多様化 地方分権の進展 

また、 

 

望まれています。 

など 

 

もあり 

 

と 

 

このような状況で、 

(資料編⑥) 

 

、 

、 
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(２)計画の位置づけ 

本計画は、第２次香美市振興計画を上位計画としています。 

本計画に掲げる「協働」の取り組みは、各分野の計画の理念に通じるものと

位置付け、この積み重ねにより、第２次香美市振興計画における将来都市像の

実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)計画の期間 

  本計画の期間は、第２次香美市振興計画の終期に合わせ、令和５年４月から

令和 8 年３月までとし、期間終了時に⾒直します。  

第２次香美市振興計画 

（基本理念に“輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くまちづくり”を規定） 

第２次香美市振興計画における将来都市像 

美しく豊かな自然に育まれ、共に支えあう 

進化する自然共生文化都市・香美市 

香美市協働のまちづくり条例 

香 美 市 協 働 推 進 計 画 

各 分 野 別 の 計 画 

防災 教育 福祉 環境 産業 等々 
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２ 用語の定義 

協 働   

  まちづくりを推進するために、市⺠と市がそれぞれに果たすべき役割を 

 自覚し、対等な⽴場で相互に補完しながら共に⾏動することをいう。 

 (香美市まちづくり条例第 2 条第 4 号) 

・まちづくり 

  市⺠が共同で、あるいは地方自治体と協⼒して、住みよく魅⼒ある「まち」

を創り上げていくさまざまな活動を指します。その活動は、道路や施設など

のハード面の整備だけでなく、地域の魅⼒や活⼒を高めるための環境づくり

やコミュニティの形成、健康づくり、社会福祉や教育の振興など、幅広いソ

フト面の活動を含みます。 

・対等な⽴場 

   同じ目的を持つ当事者として、それぞれが主体性を持ち、上下関係 など

がないことをいいます。  

・相互に補完 

   年齢、性別、職業などによる、さまざまな
当 事 者 同 士 が お 互 い の

考え方の違い等について共通

認識を持ち、目的達成に向けて補い合うことをいいます。 

 

市 ⺠  

   市内に住所を有する人、市内で働く人、市内で学ぶ人、市内で事業を営む人、 

市内に土地又は家屋を有する人及び法人その他の団体、市内で活動する人及び

法人その他の団体をいいます。 

 

市   

 市⻑及びその他の執⾏機関をいいます。 

 

参 画 

市⺠が市の政策等の企画⽴案、実施及び評価に主体的に参加することをいい

ます。 

や主従関係 

特性や 

協働の 



4 

 

地域コミュニティ 

居住地域を同じくし、利害を共にする共同社会をいいます。 

 

地域住⺠ 

地域コミュニテイ内の市⺠をいいます。 

 

パートナー 

 相互の信頼に基づく対等な協⼒、提携の関係をもった相手をいいます。 

 

NPO 法人 

  NPO（Non Profit Organization の頭文字を取った略称）とは、営利を目的

としない⺠間の組織や団体のことで、ボランティア団体をはじめ、公益を優先

し、利益を目的としない幅広い⺠間団体を指します。このうち、特定非営利活

動促進法に基づき法人格を取得した法人が
を

、「特定非営利活動法人（NPO 法人）」

です。 

 

  

協働を始める際には、目的達成に向けて必要だと思わ

れる情報を公開し共有することが⼤切です。 

協働をするときに⼤切なこと(協働の基本姿勢) 

お互いの特性や考え方の違い等を理解し、信頼関係を

構築することが⼤切です。 
相互理解 

 相互に補完することを基本として協議の上決定し、責

任の所在や範囲を明らかにすることが⼤切です。 
役割分叕 

情報の公開と共有 

といいます。 
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３ 協働の領域と形態  

(１)協働の領域 

 

市⺠と市の協働には、それぞれの関わりの度合いにより、5 つの領域が考えられます。

このうち市⺠と市が公共サービスの提供において協働する領域(狭義の協働)は、市⺠主

導、協⼒、⾏政主導の３つの領域です。広義の協働では、⾏政が関わらない市⺠主体の

部分と、市の政策策定、評価時における参画があります。  

 

市⺠主体 

市⺠主導 協⼒ ⾏政主導 

⾏政主体 公共サービスにおける協働 

(狭義の協働) 
(参画) 

市⺠が責任

をもって独自

に活動する領

域 

市⺠が主導

し、市が協⼒・

支援して活動す

る領域 

市⺠と市がお

互いの特性を活

かし、協⼒し合

いながら活動す

る領域 

市が主導

し、市⺠が協

⼒して活動す

る領域 

市の政策

策定
形 成

・評価時に

市⺠が参画する

領域 

市が責任

をもって独

自に活動す

る領域 

協
働
の
形
態 

『自治会と防

災会が協働』 

『企業と自治

会が協働』 

『社協と住⺠

が協働』 

補助 

助成 

後援 

実⾏委員会 

事業協⼒ 

情報共有 

共催 

実⾏委員会 

事業協⼒ 

情報共有 

委託 

指定管理 

実⾏委員会 

事業協⼒ 

情報共有 

参画 

住⺠提案 

 

(例) 

・各種公共事

業 

・施設整備事

業 

・⾏政処分 

(許認可、賦

課徴収、給付

等) 

・内部管理事

務 

(人事、庶

務、経理等) 

事
業

（例
） 

・防災訓練 

・花いっぱい

運動 

・集落活動セ

ンター 

・地域活性化

総合補助⾦ 

・ものづくり会

議 

・芸術祭 

・コミュニティ

スクールの推進 

 

・秦山公園子

どもの広場等

管理 

・集会所指定

管理 

・地区公⺠館

事業 

・広報発⾏ 

・各種委員会 

・審議会等 

・パブリックコメ

ント 

 

 
広 義 の 協 働 

表中へ 

施策 
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 (２)サービス提供における取組形態  

市⺠と市の協働で事業を⾏う際は、それぞれの領域に応じて協働の形態を選択しま

す。各事業の属する領域は、今後の社会情勢等によって変わる可能性があるため、市

⺠主体、⾏政主体の領域に関しても、市⺠と市はお互いに関⼼を持ちながら社会情勢

を注視する必要があります。 

形 態 内  容 効  果 

補助 助成 

市⺠が⾏う公益性の高い事業に対して、市が

補助⾦や助成⾦を交付し、財政的な支援を⾏

う形態です。 

市⺠活動が充実するととも

に、市⺠活動の自主性、自⽴性

が尊重されます。 

後援 

市⺠が主催者として実施する事業に対して、

市がその趣旨に賛同し、名義の使用許可を⾏

う形態です。 

事業に対する理解や関⼼、社

会的信頼度を増すことができ

ます。 

共催 

 

実⾏委員会 

共催は、市⺠と市がともに主催者となって⼀

つの事業を⾏う形態です。 

実⾏委員会は、市⺠と市で構成される実⾏委

員会が主催者となって、事業を⾏う形態です。 

事業の企画段階から話し合い

を重ね、お互いの役割、責任分

叕を明確にして事業を実施す

ることができます。 

委託 

 

指定管理 

委託は、市が責任を持って叕うべき事業をよ

り効果的に実施するため、優れた特性を持つ

市⺠に契約によって委ねる形態です。 

指定管理は、市の所有する公共施設をより効

果的に管理運営するため、優れた特性を持つ

市⺠に施設の管理運営を委ねる形態です。 

市にはない専門性や創造性が

期待でき、きめ細かなサービ

スの提供が可能となります。 

事業協⼒ 

市⺠と市が互いの特性を活かし、⼀定期間継

続的な関係のもとで、協⼒して事業を⾏う形

態です。 

双方の特性が発揮でき、話し

合いの機会が増えることでパ

ートナーと信頼関係が構築で

きます。 

情報共有 

市⺠と市がそれぞれの持つ情報を提供し合

い、情報の共有化を図る形態です。 

⾏政情報や地域の課題、市⺠

の考えなどを的確に把握する

ことができます。 

協働の形態 

補助や助成を行い、 する 

公の 
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情報の公開・共有 それぞれの持つ情報を公開し共有すること 

 

 

それぞれの持つ情報を公開し共有すること。 

相互理解 年齢、性別、職業などによる、考え方の違い等を分かり合うこと 

役割分叕 情報の共有、相互理解にもとづいた相互補完を原則とすること 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

        

 

 

 

 

    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働で事業に取り組む際、上下関係や依存関係では、協働の効果を十分に発

揮することができません。 

 どちらか⼀方に押し付けたり、押し付け合ったりするのでは 

なく、お互いの意⾒や特性を尊重しながら、 

それぞれの強みを活かし合える関係を築くことが⼤切です。  

協働をするときに⼤切なこと(協働の基本姿勢) 

お互いが持つ情報を、相手に分かりやすく伝えることも必要です。 

そのために話し合いの場をもうけ、それぞれが自ら果たすべき役
割を自覚することも⼤切です。 

 

自主性を尊重したうえで、不得意な部分を補い合い、 
お互いの得意分野を活かし合える役割分叕に努めます。 

 

このように訂正等して、P4

下部へ移動 

と 協働を始める際には、目的達成に向けて必要だと思われる情報を公開し共有することが大切です。 

お互いの特性や考え方の違い等を理解し、信頼関係を構築することが大切です。 

相互に補完することを基本として協議の上決定し、責任の所在や範囲を明らかにすることが大切です。 
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４ 現状と課題 

  本市における協働の取り組みを推進するために、協働をとりまく現状と課

題について把握が必要です。香美市まちづくり委員会で、「協働の取り組みに

関する課題と対策」、「香美市の協働事業」等についてグループワークを⾏った

結果、以下の現状や課題が⾒えてきました。 

 

(1)情報の発信と共有 

・⾏政は、まちづくりに関する数多くの情報を持ち、様々な方法で提供してい

ますが、市⺠にとって必要な情報が的確に伝わっていない場合があります。 

事業を始めるにあたって市⺠へ情報公開等が⾜りていないこともあります。 

・市⺠活動に興味があっても、その情報を知らないという声があります。引き

続き、広報などを活用した情報提供を積極的に⾏うとともに、新たな媒体や発

信方法などの検討も必要です。また、⾏政からの情報発信だけでなく、市⺠と

⾏政とが対等な⽴場で、双方向での情報共有を目指していかなければなりません。 

 

(2)協働の仕組みや環境の整備 

・市⺠が市政に参画する代表的なものとして、パブリックコメント制度、各

種審議会への公募委員としての参加などがありますが、その情報を知らない、

制度が分かりにくいという声があります。⾏政は情報発信の方法を工夫する

とともに、参画しやすい仕組みづくりの検討が求められます。 

 

・市⺠活動や地域活動などに意欲があっても、相互交流や情報交換できる環

境が十分でない場合があります。市⺠が興味ある活動に参加しやすい環境や

機会の提供が必要です。他者からの働きかけが参加へのきっかけとなること

も多いため、人が人を呼ぶような活動内容や発信方法の工夫も望まれます。 

 

(3)地域コミュニティ 
・本市では、地縁的なコミュニティが、市⺠のまちづくりに参加する最も基本的な場と

なっていますが、自治会の加⼊率が低下し、コミュニティ活動が難しくなっている地域

発信・ 

前の、当事者間協議や情報共有等が十分でない 

ほしい情報がどこにあるのか分からない、 

どこに相談すれば良いのか分からないという声があります。 

これらのことから、発信方法を工夫し、より分かりやすいものにするとともに、 

SNS など新たな発信方法などの検討も必要です。 

協働・参画に向けた環境整備 

「みんなで築くまちづくり」を一層推進 

参加したい 

していくためには、分かりやすい 

市民参加型の事業では、興味の 

自治会 

は 

 

や地域活動 

の 

 

(資料編②➃) 

行い、現状と課題を以下の 4つの項目に整理しました。 

主な制度 

や情報 
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が多くあります。自治会役員の成り手不⾜や⾏事の協⼒者不⾜も問題となっています。 

・合併前の旧三町村や地域ごとに課題の違いや温度差があり、画⼀的な方法での解決は

難しいと⾔えます。それぞれの地域に合った課題解決のために、地域住⺠が主体的にま

ちづくりに関わっていく、協働の取り組みを推進していく必要があります。 

↓ 

自治会は、住民にとって最も身近なコミュニティで、協働をすすめる上で行政の重要

なパートナーとなり、公共サービスの面でもさまざまな役割を担っています。しかし、

近年では加入率が低下し、役員の成り手不足や行事の協力者不足も問題となっています。

また、合併前の旧三町村や地域ごとに、その位置づけや活動について温度差があること

から、地域毎のニーズに対応できる環境作りが必要です。 

  

 (4) 市⺠と市職員の意識  

市⺠と市職員ともに、協働のまちづくりの理解と意識が不⾜している状況に

あります。 

市職員は地域の課題や市⺠ニーズの把握に努め、市⺠とともに解決してい

こうとする姿勢が必要です。市⺠も⾏政の協⼒という姿勢だけでなく、地域

課題の解決に向けて自ら取り組む意識が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 期まちづくり委員会グループワークの様子 

「協働」という言葉そのものの認知度が低い中、市民と市職員の間で「協働のまちづくり」についての 

認識をどのように共有するのかが課題です。 

に対する 

追加 
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５ 基本方針と取り組み 

 

本市の協働のまちづくりをめぐる現状と課題をふまえて、以下４点の基本方

針とその取り組みを定めます。 

 

基本方針１ 情報の発信と共有の推進 

  協働の取り組みは、市⺠と⾏政が共に支え合うために、お互いの情報をできるだけ共

有することから始まります。 

多くの市⺠が⾏政やまちづくりに参画できるように、協働事業の開始時から積極的に

情報発信するとともに、市⺠と市が情報を共有するよう努めます。 また、市からの発

信だけでなく、市⺠と市の相互間で情報共有ができることを目指します。 

 

協働事業目的の達成には、情報共有と協議に基づく当事者同士の共通理解が欠かせま

せん。協働・参画に関する情報を積極的に発信するとともに、それらの共有に努めます。 

 

【取り組み】 

 ①協働事業開始時の情報公開を積極的に⾏う。 

 ・協働事業開始時には事前に協議を行い、目的などの共有を図る。 

 ・各種審議会の
では

委員公募を積極的に採用する。 

 ・各種会議録を公開する。 

 ②事業の実施内容、事業実施後の評価の公表 

 ・広報やホームページなどを活用し、情報をわかりやすく発信する。 

 ・目標の設定と達成状況の評価を⾏い、それを公表する。 

 ③様々な媒体を活用した情報の発信と共有 

・広報やホームページを充実させる。 

・新たな媒体、発信方法を検討する。 

➃市⺠活動に関する情報収集と発信の促進 

・市⺠活動の情報を積極的に収集する。 

・市⺠からの情報発信を可能にする仕組みやツールを検討する。 

積極的な情報公開 

追加 

非公開のもの以外の 

での発信を 

媒体の活用や発信方法

活用する 

(3) 

(1) 

(2) 

分 
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基本方針２ 協働の仕組みづくりと環境整備 

 市⺠が参画・協働しやすい仕組み、交流や相談ができる環境を整備するこ

とが「みんなで築くまちづくり」をすすめる上で重要です。市⺠と⾏政が直

接対話できたり、市⺠の意⾒を広く聴くことができたりする広聴機能の充実

や、地域における各種団体や教育機関などとの連携を図ります。 

また、市⺠活動や市政を⾝近に感じてもらえるようなきっかけづくりに努

め、それらの活動拠点として施設整備や機能の充実を⾏います。 

市⺠活動や市政情報の発信の発信・活動拠点としての施設整備や機能の充

実を図ります。 

 

【取り組み】 

 ①広聴機能の充実 

  ・市⺠懇談会やパブリックコメント、各種審議会の公募委員参加
の 委 員 公 募

などによ

る広聴活動を充実させ、その情報発信の方法を工夫する。 

 

 ➃相互交流・情報交換、連携体制の整備 

 ・地域における各種団体間（社会福祉協議会、市⺠活動団体、企業 など）

との連携を促進する。 

 ・高知工科⼤学と連携し、地域の活性化につながる取り組みを検討し、学

生の地域活動や市⺠活動などの参画を支援する。 

・香美市協働推進本部を中⼼に、市役所庁内の横断的な連携を図る。 

 

②市⺠活動参加のきっかけづくり 

  ・防犯、環境、子育て等市⺠が関⼼のある活動から市⺠参加を促し、将来

的には幅広い市⺠活動や地域活動の参加、協働へつなげていく工夫をす

る。 

  ・子育て世代や学生など、若い世代の市⺠活動の参加を促すためにも、夫

婦、親子、友人など 、誘い合って参加するイベントや活動を企画する。 

協働・参画に向けた環境整備 

は 

 

を図るとともに 

改行削除 

へ機能を充実を充実させ、より多くの市民が参画できる を 

 

が 

 

(3) 

、NPO 法人 

また、市民活動や地域活動について、興味のある活動に参加しやすいような仕組みづくりや、 

機会の提供に努めるとともに、 

協働・参画 

(1) 

(2) 

身近で関心を持ちやすい活動の持ちやす

し 

られる

できる
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 ③市⺠活動の拠点施設整備 

 ・市⺠による自主的な公益的活動を促す⼩さな拠点づくりを進める。 

 ・地域コミュニティ活動の拠点となる 地区公⺠館や集会所などの 機能 

充実を図る。 

 

  

利便性の向上や 

の 

(4) 
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基本方針３ 自治会活動の活性化 

 自治会は、住⺠にいちばん⾝近なコミュニティで、協働の⼤切なパートナーです。

地域独自の課題や特色に合わせた、きめ細やかな対応をしていくために自治会の役割

は重要です。公共的サービスの面でもさまざまな役割を叕っており、それらの活動が

スムーズに⾏えるよう、必要な支援を⾏います。併せて、地域内でより協⼒してさま

ざまな課題に取り組めるよう、自治会加⼊の促進を図ります。 

 

自治会は、住民にとって最も身近なコミュニティで、協働をすすめる上で行政の重

要なパートナーです。公共面でもさまざまな役割を担っており、地域ごとにきめ細か

な対応をしていくためには、自治会の役割が重要です。それらの活動がスムーズに

行えるよう、必要な環境整備を図ります。また、自治会の重要性等について啓発に努

めます。 

 

【取り組み】 

②自治会 活動 の支援 

・地域活動の補助⾦、助成⾦を充実する。 

・支援制度の周知と普及を図る。 

・役員の負叕軽減を検討する。 

 

①自治会加⼊の促進 

・転⼊者へ自治会の加⼊を促進する。 

・自治会活動の PR や広報活動の強化を図る。 

 

③自治会間の連携促進 

 ・地区に共通する課題の協議や自治会活動の連携を促進する。 

 ・活動の維持が難しい地域など、集落の枠を広げた地域活動、地域支援の

方法を検討する。 

 

  

 

 

自治会は、地域をより良くするためのさまざまな活動をしていま

す。助けあいの精神で、安全で安⼼して暮らせる住みよいまちづくり

を目指しています。 

 

に向けた啓発 

運営・ へ 

 

加入についての案内や啓発を行う。 

の地域維持活動等について、 

に 

(1) 

(2) 

自治会運営・活動を支える支援 

(3) 
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基本方針４ 協働意識の醸成  

 市⺠や市職員の協働の必要性に対する理解を深め、気づきや意識改⾰を促し

ます。 

市⺠は、広報活動や各課の関係する市⺠活動を通して、協働の理解を深め、

協働のまちづくりの叕い手として意識の向上を目指します。 

市職員は、協働について考える機会を増やし、市役所庁内の横断的な連携や

市⺠との協働に取り組めるように啓発します。 

 

【取り組み】 

①市⺠の意識啓発 

・市⺠も社会の構成員として自覚と責任を持ち、協働のまちづくりの叕い手
として意識を高める。 
  香美市協働のまちづくり条例および協働推進計画の周知 
  参加しやすい市⺠活動の企画 
 

 

 

・地域ごとの多様なニーズに対応するための手立てが協働であること、その取り組みが進むこ

とで、誰もがここで暮らす幸せを実感できるようになることなどを啓発する。 

  本計画および香美市協働のまちづくり条例の周知 

  広報やホームページに啓発記事を掲載 

  

②市職員の意識啓発 

・市職員の協働のまちづくりに対する理解や認識を深める。 

 新規採用職員研修等での啓発 

 庁内グループウェアを活用した情報発信や啓発 

まちづくり委員会への参加 

協働の視点での事業構築 

香美市の協働事業に関する情報共有 

香美市協働推進本部会を通じて意識啓発  

市民と市職員の間で「協働のまちづくり」の認識を共有し、 

協働意識の醸成を図ります。 

常に協働の視点を持って事業に取り組めるよう、協働に対する理解を深め、 

率先して市民との連携に努めます。 

追加 

意識を高める 

(1) 

(2) 

の 

 

追加 

など 
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６ 協働のまちづくりの推進に向けて 

 協働のまちづくりを推進するために 、市⺠と市がそれぞれ果たすべき役割

を自覚し、対等な⽴場で相互に補完しながら共に⾏動することが⼤切です。 

  

 (１)計画の周知  

 本計画に掲げている市⺠協働のまちづくりを推進していくために、市⺠ 

や市職員をはじめ、市⺠活動団体や地域団体、事業者など多様な主体が、本

計画を知り、趣旨や内容を理解することが、取り組みの第⼀歩として必要で

す。 

 そこで、広報香美やホームページなどの様々な媒体を活用して、本計画の

趣旨や内容について周知を図ります。様々な主体と市が直接対面できる機会

を通して本計画の周知に努めます。 

 

(２)進捗管理 

 本計画の推進にあたっては、４つの基本方針に基づいて事業が実施されて

いるか、次頁の取組評価シートで毎年度調査し、必要に応じて香美市協働推

進本部会、香美市まちづくり委員会に報告や意⾒照会を⾏います。併せて、

ホームページなどで市⺠に公表し、協働のまちづくりの推進を図っていきま

す。 

 

  

は 

 

協働のまちづくりの推進は、 

まちづくりに関わる 

の 

協働のまちづくりの推進に向けた環境整備を図ります。 

で本計画を 

の 

周知するとともに、 

を活用し、協働のまちづくりを推進していきます。 

推進 

掲げた取り組みの進捗管理は、 

諮ることで 

協働事業への各課の評価を基に「取組評価シート（資料編①）」を毎年度作成し、 

多様 

また (資料編③⑤) 
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基本方針１ 情報の発信と共有の推進 R5 年度 R6 年度 Ｒ7 年度 

①事業開始時の情報公開 

②事業の実施内容、事業実施後の

評価の公表 

審議会等委員の公募    

審議会等会議の公開    

各種審議会等の議事録の公開    

③様々な媒体を活用した情報の発

信と共有 

広報やホームページの充実    

新たな活用媒体、発信方法の導入    

➃市民活動の情報発信と共有 
市民活動情報の積極的な収集    

双方向型コミュニケーションの仕組みづくり    
     

基本方針２ 協働の仕組みづくりと環境整備 R5 年度 R6 年度 Ｒ7 年度 

①広聴機能の充実 
市民懇談会の開催    

パブリックコメントの募集    

②市民活動参加のきっかけづくり 
交流する機会の創出    

参加しやすい内容の工夫    

③市民活動の拠点施設整備 
集落活動センター事業の推進    

活動場所の整備及び提供    

➃相互交流・情報交換、連携体制

の整備 

地域の多様な主体との連携    

香美市学生地域活動支援事業の積極的活用    

市役所庁内の横断的連携    
     

基本方針３ 自治会活動の活性化 R5 年度 R6 年度 Ｒ7 年度 

①自治会加入の促進 
転入者への加入促進    

広報活動の強化    

②自治会活動の支援 

補助金 助成金の充実    

役割の負担軽減    

支援制度の周知と普及    

③自治会間の連携促進 
自治会間の連携促進    

自治会間の統合や連合組織の結成    
     

基本方針４ 協働意識の醸成 R5 年度 R6 年度 Ｒ7 年度 

①市民の意識啓発 
協働推進計画の周知    

市民活動等への参画の推進    

②市職員の意識啓発 

まちづくり委員会への参加    

香美市の協働事業に関する情報共有    

香美市協働推進本部会を通じての啓発    

評価 A：できている B 概ねできている C:あまりできていない D：できていない 取組評価シート  

文言を新案に合わせて資料編へ移動 



17 

 

(３)本市の推進体制 

 協働のまちづくりを推進するために、市⻑を本部⻑とした「香美市協働推
進本部 」を中⼼に庁内の連携を図り、総合調整を⾏いながら取り組んでい
きます。 

  ⾏政と市⺠の多様な主体が協⼒連携のもと、「みんなで築くまちづくり」
を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協 
働 
の 
ま 
ち 
づ 
く 
り 
の 
実 
現

 

香 
美 
市 
協 
働 
推 
進 
計 
画 

の推進は、 

追加 

報告 
指示 

決定 
各課局等の 

事業へ反映 

推進状況

報告 

連絡・調整 

報告 

香 美 市 協 働 推 進 本 部 
・協働のまちづくりの施策、事業の推進、調整および組織的な検討 

【本部長】市長 【副本部長】副市長及び教育長 

【本部員】総務課長 企画財政課長 防災対策課長 定住推進課長 健康

介護支援課長 福祉事務所長 農林課長 商工観光課長 建設課長 環境

課長  

上下水道局長 ふれあい交流センター所長 香北支所長 物部支所長  

教育次長 教育振興課長 生涯学習振興課長 

事務局（企画財政課） 

・協働のまちづくりに関す

る企画調整 

・計画の進行管理 

・施策の推進 

各課局等 

・協働事業の実施 

・協働事業の進行

管理 

(附属機関) 

香美市まちづくり委

員会 
・協働のまちづくりに関し必要

な事項について協議提言 

多様な主体 

市⺠活動団体  公共的団体 

企業教育機関 地域コミュニ

ティなど 

意見 取組の推進 

市 ⺠ 

香 美 市 協 働 推 進 計 画 

協  働 

追加 


